
上場株式と暗号資産取引の所得区分
（事業所得となるのか？）

Ｉ

上
場
株
式
取
引
の
所
得
区
分

1

株
式
等
の
譲
渡
に
係
る
所

得
区
分
の
判
定

株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等

の
金
額
の
計
算
上
、
上
場
株
式

等
は
流
動
性
が
高
い
こ
と
か
ら

営
利
を
目
的
と
し
て
継
続
的
に

行
わ
れ
て
い
る
可
能
性
が
高
い

と
し
て
事
業
所
得
又
は
雑
所
得

に
区
分
し
う
る
も
の
と
す
る
一

方
、
一
般
株
式
等
は
流
動
性
が

低
い
と
し
て
譲
渡
所
得
に
区
分

し
、
上
場
株
式
等
で
あ
っ
て

も
、
そ
の
株
式
等
の
所
有
期
間

が
1
年
超
に
わ
た
る
も
の
の
所

得
の
実
現
は
保
有
期
間
中
の
値

上
り
益
の
実
現
と
み
て
、
譲
渡

所
得
に
区
分
す
る
も
の
と
さ
れ

て
い
る
（
措
通
37
の
10
・
37
の

11
共－

2
、
国
税
庁
質
疑
応
答

事
例
「
投
資
一
任
口
座
（
ラ
ッ

プ
口
座
）
に
お
け
る
株
取
引
の

所
得
区
分
」
回
答
要
旨
）。

ま
た
、
信
用
取
引
等
の
方
法

に
よ
る
上
場
株
式
等
の
譲
渡
に

よ
る
所
得
は
事
業
所
得
又
は
雑

所
得
と
し
て
取
り
扱
っ
て
差
し

支
え
な
い
と
さ
れ
て
い
る
（
措

法
37
の
11
の
3
②
、
措
通
37
の

10
・
37
の
11
共－

2
（
注
））。

こ
れ
は
、
通
常
、
上
場
株
式
等

の
所
有
期
間
が
1
年
超
に
な
る

こ
と
が
な
い
た
め
で
あ
る
。

2

申
告
分
離
課
税

過
去
に
お
い
て
は
、
株
式
取

引
に
よ
っ
て
生
じ
た
損
失
が
事

業
所
得
金
額
の
計
算
上
生
じ
た

も
の
と
さ
れ
た
場
合
、
給
与
所

得
な
ど
他
の
所
得
と
損
益
通
算

が
で
き
た
時
代
も
あ
っ
た
。
た

だ
し
、
現
在
は
、
上
場
株
式
等

の
譲
渡
に
よ
る
所
得
は
、
そ
れ

が
事
業
所
得
に
あ
た
る
か
、
譲

渡
所
得
に
あ
た
る
か
、
そ
れ
と

も
雑
所
得
に
あ
た
る
か
を
問
わ

ず
、
申
告
分
離
課
税
に
よ
る
課

税
方
式
で
あ
り
、
ま
た
、
所
得

区
分
（
譲
渡
所
得
、
事
業
所

得
、
雑
所
得
）
に
か
か
わ
ら

ず
、
そ
れ
ら
の
所
得
相
互
に
お

い
て
通
算
が
可
能
と
な
っ
て
い

る
（
措
法
37
の
11
）。

そ
の
た
め
、
上
場
株
式
等
の

譲
渡
所
得
「
等
」
と
い
う
よ
う

に
ひ
と
ま
と
め
で
取
り
扱
わ

れ
、
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡

所
得
等
の
金
額
は
、
上
場
株
式

等
の
譲
渡
に
係
る
事
業
所
得
の

金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
及
び

雑
所
得
の
金
額
の
合
計
額
と
さ

れ
て
い
る
。

よ
っ
て
、
総
合
課
税
の
対
象

と
な
る
暗
号
資
産
や
海
外
Ｆ
Ｘ

取
引
の
所
得
の
よ
う
に
、
そ
れ

が
、
事
業
所
得
な
の
か
否
か
に

つ
い
て
、
一
定
の
場
合
（
次
3

記
載
）
を
除
き
、
そ
こ
ま
で
意

識
す
る
必
要
が
な
い
の
が
実
情

で
あ
ろ
う
。

3

上
場
株
式
等
の
譲
渡
所
得

と
雑
所
得
、
事
業
所
得
の
違
い

上
場
株
式
等
の
譲
渡
に
よ
る

所
得
区
分
で
譲
渡
所
得
な
の
か

否
か
で
、
以
下
の
よ
う
に
、
取

り
扱
い
の
違
い
が
あ
る
。

⑴
譲
渡
所
得
の
場
合

譲
渡
所
得
の
場
合
の
み
、

「
相
続
税
額
の
取
得
費
加
算
の

特
例
（
措
法
39
）」
や
、「
保
証

債
務
を
履
行
し
た
場
合
の
特
例

（
所
法
64
②
）」
が
認
め
ら
れ

て
い
る
。
な
お
、
譲
渡
費
用（
資

産
の
譲
渡
に
要
し
た
費
用
）

は
、
学
説
、
裁
判
例
共
に
限
定

的
に
解
釈
さ
れ
て
い
る
。

⑵
事
業
所
得
、
雑
所
得
の
場
合

控
除
で
き
る
必
要
経
費
と
し

て
、
証
券
会
社
等
に
支
払
う
口

座
保
管
料
、
投
資
顧
問
料
、
管

理
費
等
が
考
え
ら
れ
る
。
例
え

ば
、
口
座
保
管
料
等
は
、
雑
所

得
、
事
業
所
得
の
場
合
は
必
要

経
費
と
な
る
が
、
譲
渡
の
た
め

直
接
に
必
要
な
経
費
で
は
な
い

た
め
、
譲
渡
所
得
の
譲
渡
費
用

に
は
該
当
し
な
い
と
い
う
こ
と

に
な
る
。

Ⅱ

暗
号
資
産
取
引
の
所
得
区
分

1

概
要

総
合
課
税
に
お
け
る
事
業
所

得
、雑
所
得（
公
的
年
金
等
に
係

る
も
の
を
除
く
。
以
下
同
じ
。）

の
所
得
金
額
の
計
算
方
法
は
、

と
も
に
「
総
収
入
金
額－

必
要

経
費
」
で
あ
り
、
大
き
な
違
い

は
な
い
（
所
法
27
②
、
35
②

二
）。た

だ
し
、
所
得
（
総
収
入
金

額－

必
要
経
費
）
の
金
額
の
計

算
上
、
損
失
と
な
っ
た
場
合
に

違
い
が
生
じ
る
。
事
業
所
得
の

金
額
の
計
算
上
生
じ
た
損
失
の

金
額
が
あ
る
と
き
は
、
給
与
所

得
な
ど
他
の
所
得
と
損
益
通
算

（
所
法
69
①
）
で
き
る
が
、
雑

所
得
の
損
失
で
は
で
き
な
い
。

あ
く
ま
で
も
、
雑
所
得
内
で
の

通
算
し
か
で
き
な
い
。

暗
号
資
産
取
引
に
お
け
る
所

得
は
総
合
課
税
の
対
象
と
な
る

た
め
、
事
業
所
得
と
な
る
の

か
、
そ
れ
と
も
雑
所
得
に
な
る

の
か
の
判
断
が
重
要
と
な
る
。

ま
た
、
必
要
経
費
の
範
囲
が
違

う
た
め
、
雑
所
得
も
「
業
務
に

係
る
雑
所
得
」、「
そ
の
他
雑
所

得
」
の
ど
ち
ら
な
の
か
に
つ
い

て
の
判
断
も
重
要
と
な
る
。

2

暗
号
資
産
取
引
の
所
得
区

分
の
判
定

令
和
4
年
10
月
、
所
得
税
基

本
通
達
35－
1
、
35－

2
が
改

正
さ
れ
、
以
下
の
こ
と
が
示
さ

れ
た
。

暗
号
資
産
は
、
本
来
、
譲
渡

所
得
の
基
因
と
な
ら
な
い
資
産

で
あ
り
、
暗
号
資
産
の
譲
渡
か

ら
生
ず
る
所
得
は
「
そ
の
他
雑

所
得
」
に
該
当
（
所
基
通
35－

1
⑿
）
す
る
が
、
営
利
を
目
的

と
し
て
継
続
的
に
行
う
暗
号
資

産
の
譲
渡
か
ら
生
ず
る
所
得
は

「
業
務
に
係
る
雑
所
得
」
や

「
事
業
所
得
」
に
該
当
す
る

（
所
基
通
35－

1
⑿
カ
ッ
コ

書
、
35－

2
）。
な
お
、
事
業

所
得
と
認
め
ら
れ
る
か
ど
う
か

は
、
そ
の
所
得
を
得
る
た
め
の

活
動
が
、
社
会
通
念
上
事
業
と

称
す
る
に
至
る
程
度
で
行
っ
て

い
る
か
ど
う
か
で
判
定
す
る
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
（
所
基
通
35

－

2
（
注
））。

ま
た
、
上
記
通
達
の
改
正
に

伴
い
、
同
年
12
月
に
、「
暗
号

資
産
に
関
す
る
税
務
上
の
取
扱

い
に
つ
い
て
（
情
報
）」（
以
下

「
Ｆ
Ａ
Ｑ
」
と
い
う
。）
も
改

正
さ
れ
た
。

改
正
後
は
、
暗
号
資
産
取
引

に
よ
り
生
じ
た
損
益
は
、
原
則

と
し
て
、「
そ
の
他
雑
所
得
」

に
区
分
さ
れ
る
が
、
そ
の
年
の

暗
号
資
産
取
引
に
係
る
収
入
金

額
が
3
0
0
万
円
を
超
え
る
場

合
で
、
暗
号
資
産
取
引
に
係
る

帳
簿
書
類
の
保
存
が
あ
る
場
合

は
原
則
と
し
て
「
事
業
所
得
」

に
、
帳
簿
書
類
の
保
存
が
な
い

場
合
は
原
則
と
し
て
「
業
務
に

係
る
雑
所
得
」
に
そ
れ
ぞ
れ
区

分
す
る
と
さ
れ
た
（
Ｆ
Ａ
Ｑ
2

－

2
）。

一
見
す
る
と
、
収
入
金
額
が

3
0
0
万
円
を
超
え
て
、
帳
簿

書
類
の
保
存
が
あ
れ
ば
事
業
所

得
に
な
る
よ
う
に
思
え
る
が
、

こ
の
点
に
つ
い
て
は
慎
重
に
検

討
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
う
。

過
去
の
事
業
所
得
か
否
か
で
争

わ
れ
た
税
務
裁
判
例
（
名
古
屋

地
裁
昭
和
60
年
4
月
26
日
判
決

・
行
集
36
巻
4
号
5
8
9
頁
、

東
京
地
裁
平
成
23
年
2
月
18
日

判
決
・
税
資
2
6
1
号－

28（
順

号
1
1
6
1
8
）、
東
京
高
裁

平
成
23
年
7
月
27
日
判
決
・
税

資
2
6
1
号－

1
3
2
（
順
号

1
1
7
2
2
）
等
）
で
は
、
⑴

営
利
性
、有
償
性
及
び
反
復
継

続
性
の
有
無
、
⑵
自
己
の
危
険

と
計
画
に
よ
る
企
画
遂
行
性
の

有
無
、
⑶
そ
の
者
が
費
や
し
た

精
神
的
及
び
肉
体
的
労
力
の
程

度
、
⑷
人
的
設
備
及
び
物
的
設

備
の
有
無
、
⑸
資
金
の
調
達
方

法
、
⑹
そ
の
者
の
職
業
・
経

験
、
社
会
的
地
位
、
生
活
状

況
、
⑺
相
当
程
度
の
期
間
継
続

し
て
安
定
し
た
収
益
を
得
ら
れ

る
可
能
性
等
と
い
っ
た
諸
要
素

を
総
合
的
に
検
討
し
て
社
会
通

念
に
照
ら
し
て
事
業
所
得
で
あ

る
か
否
か
判
断
さ
れ
て
い
る
。

投
資
目
的
の
取
引
で
事
業
所

得
か
否
か
で
争
わ
れ
た
事
例
で

は
、
諸
要
素
の
う
ち
の
「
⑺
相

当
程
度
の
期
間
継
続
し
て
安
定

し
た
収
益
を
得
ら
れ
る
可
能

性
」
が
特
に
重
要
視
さ
れ
る
傾

向
に
あ
り
、
例
え
ば
、
東
京
地

裁
平
成
23
年
2
月
18
日
判
決
で

は
、
以
下
の
よ
う
に
判
示
し
て

Ｆ
Ｘ
取
引
の
事
業
性
を
否
定
し

た
。「

Ｆ
Ｘ
取
引
は
、
一
定
の
証

拠
金
を
預
託
し
て
、
そ
の
数
倍

か
ら
数
十
倍
の
価
値
の
外
貨
の

売
買
を
行
う
取
引
で
あ
り
、
大

き
な
利
益
を
期
待
す
る
こ
と
が

で
き
る
一
方
、
多
額
の
損
失
を

被
る
可
能
性
の
あ
る
極
め
て
投

機
性
の
高
い
取
引
で
あ
り
、
長

期
的
に
相
当
程
度
安
定
し
た
収

益
を
得
る
可
能
性
は
乏
し
い
と

い
わ
ざ
る
を
得
な
い
こ
と
な
ど

か
ら
す
る
と
、
本
件
Ｆ
Ｘ
取
引

は
、
社
会
通
念
に
照
ら
し
、『
対

価
を
得
て
継
続
的
に
行
う
事

業
』
で
あ
る
と
は
認
め
ら
れ
な

い
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。」

3

暗
号
資
産
売
却
に
お
け
る

必
要
経
費

暗
号
資
産
の
売
却
に
よ
る
所

得
は
、
原
則
と
し
て
「
そ
の
他

雑
所
得
」
に
区
分
さ
れ
る
（
所

基
通
35－

1
⑿
）
が
、
そ
の
場

合
、
必
要
経
費
の
範
囲
は
暗
号

資
産
の
譲
渡
原
価
そ
の
他
暗
号

資
産
の
売
却
等
に
際
し
直
接
必

要
な
支
出
で
あ
る
と
認
め
ら
れ

る
部
分
に
限
ら
れ
る
。
た
だ

し
、「
事
業
所
得
」
又
は
「
業

務
に
係
る
雑
所
得
」
に
区
分
さ

れ
る
場
合
に
は
、「
販
売
費
、

一
般
管
理
費
そ
の
他
そ
の
所
得

を
生
ず
べ
き
業
務
に
つ
い
て
生

じ
た
費
用
の
額
」（
以
下
「
販

管
費
」
と
い
う
。）
も
必
要
経

費
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
る

（
Ｆ
Ａ
Ｑ
2－

3
）。

つ
ま
り
、
暗
号
資
産
の
売
却

に
よ
る
所
得
が
雑
所
得
だ
と
し

て
も
、「
そ
の
他
雑
所
得
」
な

の
か
「
業
務
に
係
る
雑
所
得
」

な
の
か
で
、
必
要
経
費
の
範
囲

が
変
わ
っ
て
し
ま
う
と
い
う
こ

と
で
あ
る
。
販
管
費
に
つ
い
て

は
、
セ
ミ
ナ
ー
参
加
費
、
書
籍

代
や
税
理
士
報
酬
な
ど
が
考
え

ら
れ
る
。

な
お
、「
そ
の
他
雑
所
得
」、

あ
る
い
は
「
業
務
に
係
る
雑
所

得
」
な
の
か
は
、
営
利
を
目
的

と
し
て
継
続
的
に
行
っ
て
い
る

か
否
か
で
判
断
を
す
る
と
い
う

こ
と
に
な
る
（
所
基
通
35－

1

⑿
カ
ッ
コ
書
、
35－

2
⑺
）。

所
得
税
法
33
条
2
項
1
号
に

お
い
て
「
営
利
を
目
的
と
し
て

継
続
的
に
行
わ
れ
る
資
産
の
譲

渡
に
よ
る
所
得
」
は
譲
渡
所
得

か
ら
除
外
さ
れ
て
い
る
が
、
東

京
高
裁
平
成
10
年
12
月
17
日
判

決（
税
資
2
3
9
号
5
2
8
頁
）

で
は
、「
営
利
を
目
的
と
し
て

継
続
的
に
行
わ
れ
る
資
産
の
譲

渡
に
よ
る
所
得
」
に
当
た
る
か

否
か
の
判
断
に
つ
い
て
、「
そ

の
者
の
行
っ
て
い
る
資
産
の
譲

渡
の
客
観
的
な
態
様
・
状
況
か

ら
み
て
経
常
的
、
計
画
的
に
発

生
す
る
所
得
か
否
か
を
判
断
す

べ
き
で
あ
り
、
具
体
的
に
は
、

⑴
譲
渡
人
の
既
往
に
お
け
る
資

産
の
売
買
回
数
、
数
量
又
は
金

額
、
⑵
売
買
の
た
め
の
資
金
繰

り
、
⑶
当
該
譲
渡
に
係
る
資
産

の
取
得
及
び
保
有
の
状
況
等
を

総
合
し
て
判
断
す
る
の
が
相
当

で
あ
る
。」と
判
示
し
て
い
る
。

4

税
制
改
正

令
和
7
年
度
税
制
改
正
大
綱

の
検
討
事
項
と
し
て
、
暗
号
資

産
取
引
に
係
る
課
税
が
取
り
上

げ
ら
れ
て
お
り
、
税
制
の
見
直

し
（
申
告
分
離
課
税
の
導
入

等
）
が
行
わ
れ
る
の
か
が
注
目

さ
れ
る
。
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